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第 23 期第７回石狩後志海区漁業調整委員会議事録 

  

１ 開 催 日 時 令和８年３月９日（月） 13 時 30 分から 15 時 00 分まで 
 

２ 開 催 場 所 余市町浜中町２３８番地 

道総研中央水産試験場 3 階 大会議室 
 

３ 出 席 委 員 池 守  力 佐 藤 一 義 丹 野 雅 彦 小 西 正 之 

  小 鷹 雅 晴 奥 山  均 伊 藤 保 夫 安 藤 孝 雄 

  松 尾 英 二 中 村 貞 夫 河 﨑 信 幸 青 塚 芳 朝 

  太 田  誠 上 山 稔 彦   
 

４ 臨 席 者 石狩振興局産業振興部水産課 課 長 四 氏 雅 一 

  石狩振興局産業振興部水産課 水産振興係長 吉 田 明 弘 
 

  後志総合振興局産業振興部水産課 課 長 安 住 拓 郎 

  後志総合振興局産業振興部水産課 漁業管理係長 竹 嶋 寿 弥 
 

５ 事 務 局 石狩後志海区漁業調整委員会 事 務 局 長 中 山 威 尉 

  石狩後志海区漁業調整委員会 主 事 小 林 千 紗 
 

６ 議 案 事 項 議案第 1 号 河川の河口付近におけるさけ・ます採捕の制限に関する委

員会指示について 

議案第 2 号 北海道資源管理方針の一部改正について（答申） 

議案第３号 特定水産資源に関する令和 8 管理年度における漁獲可能

量の当初配分案等について（答申） 

議案第４号 知事許可漁業に係る制限措置の内容及び申請すべき期間

等について（答申） 

  

  

  

 

７ 報 告 事 項 （１） くろまぐろに関する令和７管理年度における知事管理漁獲可能

量の変更について 
 

８ そ の 他  

  

【議事の概要】 

中山事務局長 只今から、第 23 期第７回石狩後志海区漁業調整委員会を開催致します。

開会にあたりまして、池守会長よりご挨拶申し上げます。 
  

池 守 会 長 皆様ご苦労様でございます。また、後志総合振興局及び石狩振興局の課

長様をはじめ、職員の方々には公務ご多忙の中ご出席いただき、ありがと

うございます。今回は資料が多いので挨拶は短くしますが、議案第１号で

は皆さんに忌憚のない意見をいただきたいと思いますので、よろしくお願

い致します。 
  

中山事務局長 ありがとうございました。続いて、本日ご臨席の来賓の方々をご紹介いた

します。石狩振興局四氏水産課長です。後志総合振興局安住水産課長です。 
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この後は、池守会長に会議を進行していただきます。 
  

池 守 会 長 はじめに、会議の出席人員を報告いたします。本日は、委員全員が出席

しておりますので、本日の委員会は成立しております。 

次に、議事録署名委員の指名ですが、委員会規程第７条の規定により、

私から指名させていただきます。本日の議事録署名は、佐藤委員と小西委

員にお願いいたします。 

それでは、議事に入ります。議案第１号について上程します。事務局よ

り説明願います。 
  

中山事務局長 資料１－１をご覧ください。１月 28 日開催の委員会で審議していただい

たとおり、河口規制に関する委員会指示を発動するにあたり、規制の対象

が主に不特定多数の遊漁者であることをふまえ、ホームページを通じた意

見募集いわゆるパブリックコメントや、公聴会の開催、遊漁団体への説明

により、複数の御意見をいただきました。パブリックコメントは、１ペー

ジの意見募集要領にあるように、１月 29 日から２月 28 日まで電子メール、

ファックス、郵便により募集を行いました。また、２ページにあるように、

２月 19 日に中央水試で対面による公聴会を開催しました。さらに、２月

10 日に遊漁団体への説明を実施し、御意見をいただきました。なお、意見

募集にあたっては、３～８ページにある参考資料１と２、35 ページにある

委員会指示（案）を提示して実施しました。 

最初にパブリックコメントの結果についてご説明します。９ページの資

料１－２をご覧下さい。意見募集の結果、７人から御意見をいただきまし

た。簡単に意見の概要をご説明します。 

１人目は、さけますが減少する中、今以上に厳しいルールが必要であり、

河川での故意のさけます採捕の厳罰化やタモを使った採捕の禁止、１人あ

たりの尾数制限の御意見がありました。 

２人目は、尻別川や千走川は、親魚捕獲数や放流数から規制についてあ

る程度理解できるものの、その他の河川については実績からとても納得で

きるものではないことや、さくらます資源に対する放流魚の寄与の程度や、

河川整備、河川管理者などに対する調整、指導等の必要性、古宇川左岸に

おける河口規制範囲の明示について御意見をいただきました。 

３人目は、珊内川における親魚の捕獲や稚魚生産、放流実績、古宇川で

の放流実績や自然産卵効果の期待から、資源の維持安定のため、河口規制

の継続を求める御意見をいただきました。 

４人目は、河口規制による採捕制限により漁獲量が増加するという科 

学的データ分析がなされておらず、資源確保につながるという根拠が明確

でないことから、河口規制に反対するという御意見がありました。ただし、

釣り人による周辺住民への迷惑行為又は河口付近の環境破壊が河口規制の

主目的であれば制限もやむをえないという意見もありました。また、論文

などから、さけます資源の減少要因としては、砂防ダムなど人工工作物の
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設置による親魚の遡上阻害や産卵床の減少、護岸工事による河川の直線化

による生息場の消失、地球温暖化による水温上昇による回遊ルートの変化、

成魚の小型化、降海時の稚魚が捕食されやすくなっていることから回帰率

の低下を招いていることを提示されており、河口規制ではなく、これらへ

の対応、小型サクラマスのリリースや遊漁料の徴収による路上駐車やごみ

投棄などの問題解決の原資確保や雇用創出について提案されています。 

 ５人目は、河口規制による採捕制限は資源増殖のため必要であり、保護

水面の河口付近での採捕制限も必要との御意見でした。 

６人目は、本委員会指示案は、科学的根拠を欠き、行政判断の前提とな

る事実提示の欠落または誤認を含み、かつ行政委員会として手続きの適法

性を欠いた令和４年発動指示を踏襲した内容であるため、全面的に見直し

を求めるという御意見をいただきました。この方が自ら統計分析を行った

結果、河口付近の採捕以外に親魚捕獲に対する大きな負の影響の存在が示

唆され、その原因究明および対策を最優先とすべきこと、親魚遡上時の水

温や漁獲統計から制限期間は５～６月に設定するのが妥当であること、委

員会指示の趣旨はさくらますの遡上時期における河口規制であることか

ら、委員会指示案の対象種はさくらますに限定するべきであることのほか、

魚病の発生年次、意見募集手続き、サクラマス資源保護のあり方等につい

て幅広い御意見をいただきました。 

７人目は、２人目と同様に尻別川、千走川の河口規制は理解するものの、

他の河川の河口規制にはあまり意味がないと思われ河口規制に反対であ

り、自然産卵を推奨するのであれば、魚道のほか、産卵床などの河川環境

整備をしてからではないかとの御意見をいただきました。 

続いて、19 ページの資料１－３公聴会記録をご覧ください。公聴会では

７人から御意見をいただきました。 

22ページの公述者１については、珊内川における親魚の捕獲や稚魚生産、

放流実績、古宇川での放流実績や自然産卵効果の期待から、資源の維持安

定のため、河口規制の継続を求める御意見をいただきました。 

23 ページの公述者２については、野束川について、河川改修の状況など

から河口規制が適切なのか疑問であり、野束川に限らず、河川管理者にも

さくらます資源の保護について、意識、情報の共有や自然再生産を増やす

取組をしてほしいとの御意見をいただきました。 

公述者３については、パブリックコメントの受付順６の方と内容がほぼ

同様であり、その他の意見として、法令、ルールや資源保護を知らない釣

り人がたくさんいるので講習を実施し、増殖協力金を募り、受講済ステッ

カーを車やタックルに貼ることで、ルールや資源保護をしようとする意識

がある人であることを認識されることになるという御意見をいただきまし

た。 

26 ページの公述者４については、親魚確保について検討して進めていき

たく、河口規制の継続を求めることのほか、令和７年までの規制が入る前

は、河口付近で日の出前後から遊漁者の車が待機し、近隣住民から苦情を
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受けたことがあるという御意見がありました。 

公述者５については、泊川、千走川については、令和７年度の漁獲が前

年より半減したこと、４～５月に本格的な来遊期となること、非常に多く

の釣り客が年々増加傾向にあることを踏まえ、野生魚の自然再生産にもつ

ながる親魚の遡上を継続促進し、かつ環境保護に努めることが重要と考え

ていること、人工ふ化放流において千走川は親魚確保の重要な河川であり、

泊川についてもその補完河川として、遡上状況の確認や体制整備を行いな

がら親魚確保に尽力していくことから、河口規制の継続を求める御意見を 

いただきました。 

公述者６については、さくらますの親魚捕獲等については、近年割と良

かったものの、令和７年は計画を下回った河川が多く、未だに不安定な要

素があることから河口規制の継続を求める御意見をいただきました。 

27 ページの公述者７については、さくらますは野生魚への依存度が高い

ということがわかっており、実績がない河川もあるものの、川に遡上させ

ることが第一前提で、下流では河口規制、上流では魚道など河川整備とい

った対策を並行して実施し、資源を安定化の方向に向かわせるという御意

見をいただきました。 

次に、29 ページ、資料１－４遊漁団体からの意見についてご覧下さい。

今回の委員会指示（案）については、規制内容に変更は無く致し方ないと

いう御意見でしたが、委員会指示内容の周知徹底、ふ化放流事業の今後の

あり方への危惧、河口規制が増えると釣り場が減り危険な場所に行く遊漁

者が増える事への懸念、ライセンス制の導入による環境整備などについて

御意見がありました。 

これらの結果、致し方ない、規制強化を含む賛成、一部反対を含む反対

が各半数程度といった結果となりました。意見募集結果の説明は以上にな

ります。 
  

池 守 会 長  パブリックコメント、公聴会、遊漁団体からの意見を踏まえ、皆さんか

ら意見を伺いたいと思います。また、委員からの意見を踏まえ、考え方を

整理し、海区委員会のホームページで公表したいと思いますので、委員の

方々に忌憚のない意見を伺いたいと思います。 
  

中山事務局長 パブリックコメント、公聴会、遊漁団体の意見を踏まえ、会長と事前に

協議の上、意見に対する海区委員会の考え方（案）を作成しました。31 ペ

ージの資料１－５をご覧下さい。今回の意見募集では多項目にわたる意見

がありましたので、その中で類似意見を項目毎に整理し、海区委員会の考

え方をとりまとめた資料となります。項目について１つずつ説明します。

左側に意見の要旨、右側に海区委員会の考え方（案）を記載しています。 

１つ目に河口規制の効果検証について、「科学的データ分析がされてい

ない」、「前回の委員会指示発動時の令和４年前後で親魚捕獲に対する大

きな負の影響が示唆され、その原因究明及び対策を最優先として位置づけ
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るべき」、「さけ・ます資源の減少は、人工工作物の設置による成魚の遡

上阻害や産卵床の減少、護岸工事による生息場の消失、水温上昇による回

遊ルートの変化や成魚の小型化、稚魚が捕食されやすくなっていることに

よる回帰率の低下が影響している」との意見がありました。 

海区委員会の考え方としましては、令和４～７年の河口規制の効果につ

いては、さくらますのふ化放流事業における親魚捕獲計画に対する実績か

ら検証しています。しかしながら、さくらます資源や河川における親魚捕

獲数の変動には、御意見のとおり複数の要因が影響していると考えられる

ことから、要因の整理や科学的なデータ分析について、専門家の意見を伺

いながら検討したいと考えております。 
  

池 守 会 長 説明終わりましたが、意見等ありますか。遊漁者の方から様々な意見が

出されていますが、パブリックコメントとして意見をいただいているので、

これを踏まえて、委員の皆様から忌憚のない意見を伺って委員会指示に反

映していきたいと思います。 
  

佐 藤 委 員 科学的データが無いということは、例えば、親魚の確保や放流の結果は

水産試験場がやっているからデータが公表されていないということか。だ

から一般の人がわからないのか。 
  

池 守 会 長 そうではない。公聴会やパブリックコメントの結果からも、遊漁者の方々

は、公表されている情報やデータを調べた上で意見を述べていると受け止

めている。河口規制を行ってきた効果の検証や根拠整理が不足しているの

ではないかという指摘であると認識している。漁連環境本部の研修でも取

り上げられていたが、内水試から放流魚よりも自然産卵魚の方が稚魚の成

長は良いといった発言があり、自然産卵魚の遡上を促進することも重要だ

と考えられる。そういった話も釣り人は知っている。砂防ダム等に設置さ

れた魚道の管理が一部行き届いているのか疑問を持っている人もいる。 

漁業者も自身の漁業経営の維持安定のために資源管理をしている中で、

釣り人の中にはマナーが悪い人や資源管理に関心のない人もいて、船釣り

だけでなく、陸釣りのライセンス制を導入するべきではといった意見も出

ている。 
  

佐 藤 委 員 河川の話なら、調べているのだと思う。だが、河川の整備は今始まった

話ではない。総体的には北海道が整備していると思うが。会長も言われた

とおり、放流魚ではなく自然採卵を重視するなら。資源保護や環境整備は

重要になってくると思う。 
  

中山事務局長 河口規制のみではなく、河川環境の整備もあわせ両輪でやってほしいと

いう話が出ている。 
  

池 守 会 長 資源保護については考えていないのでは。必要ないという意見の方が多

い。 
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佐 藤 委 員 科学的データも無いし、その様な状況なら資源保護が必要ないという話

になる。 
  

池 守 会 長 釣り人は釣りたいのが事実。 
  

小 西 委 員 資源を守るためには、確かに規制も大事だと思う。御意見を出されてい

る人もいるけど、河川整備は非常に重要な事だと思う。特にさくらますは、

川の魚だと思っている。川に長く滞在するから。そんな意味でも川の環境

は大事になってくると思う。人工工作物のスリット化により、上流への遡

上も期待できるため、この取組みは進めるべきだと思う。 
  

池 守 会 長 それは今までやってきていること。釣り人は川もよく調べている。何も

整備していないのではと。 
  

小 西 委 員 川の魚道清掃も大事だと思う。中村委員は後志漁業士会の前会長だが、

振興局と漁業者で毎年魚道清掃を行っていたのでは。 
  

中 村 委 員 例年、１カ所を清掃している。複数やると、結局埋まっているので。毎

年やらないとすぐ埋まる。 
  

池 守 会 長 砂防ダムはあるが、掃除していないと言ってくる。漁業士会の方でも考

えていただきたい。今は規制しても獲れない時代になっている。 
  

佐 藤 委 員 河川の河口規制は必要だと思う。特にさくらますは。今はシーズンがも

う始まっており、積丹の方には４月までの土日は海岸線に 100 人ぐらい来

ている。余市、古平、神恵内も全て。規制をなくしたら、やはりやりたい

放題になってしまうと思う。規制をある程度作らないと。 
  

池 守 会 長 漁業者としては規制してもらわないと困る。議事録はホームページに公

開するから、忌憚のない意見を言ってもらわないと。 
  

小 西 委 員 日本海増協の安藤委員何か意見ありますか。 
  

安 藤 委 員 さくらますは、さけます類では上流まで遡上する魚。もう３月から遡上

してきているが。４月１日から調整規則より１ヶ月早く規制をしておかな

いと、川に入ってくる魚の数が少なくなる。自然産卵が確認されている河

川であっても、規制をしないと次につながらないというのが一つ。内水面

水産試験場の報告では、河川遡上魚は自然産卵の割合がすごく高い。河口

規制はすごく重要な部分だと私は思っている。さくらますは病気にもかか

りやすい魚種なので、私たちもかなり神経使っている。さくらますでは全

員で対策を取っているから、是非規制を継続していただきたい。 
  

池 守 会 長 規制をしないと困るという意見は組合長方も出してもらわないと困る。 
  

太 田 委 員 私も自然産卵は大事なことだと思う。岩内の野束川も釣り人が多く来る。

秋さけの時期にウライを設置するが、その際に川を掃除している。だが、
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釣り人は釣り針を捨てたり、糸が切れてもそのまま放置するから、ウエッ

トスーツに刺さる。スーツに穴が開いたりして本当に困る。 
  

池 守 会 長 北海道がどう考えているか分からないが、よく考えてもらいたい。遊漁

者の方々は好き勝手言うが、北海道もそろそろ考えなければいけない。 
  

小 西 委 員  天然魚の大切さというのは、何年か前は池産系の魚を育てて放流してい

た。何年ぐらいたつのか。 
  

安 藤 委 員 ５年たつ。 
  

小 西 委 員 効果が無かったのか。なぜやめたのか。 
  

池 守 会 長 あまり効果が無かった。 
  

安 藤 委 員 野生魚の方が成長が良いという結果があった。 
  

小 西 委 員 天然魚はますます重要になってくる。 
  

中山事務局長 今回は、今審議していただいている委員会の考え方をホームページに掲

載する予定である。委員会で了承を得た資料をホームページに公表したい

が、今まで出た意見は総括に近い内容であるため、個別に説明し、問題な

ければそのまま公表することとしたい。 
  

池 守 会 長 個別に説明しなければいけないのは、事務局長の考えなのか。その必要

は無い。 
  

安 住 課 長 パブリックコメントで出た意見に対して、海区委員会としてどう考え、

委員会指示を出すか考えなければならない。 
  

池 守 会 長 委員会で遊漁者から来た意見に一つずつ回答しなければならないのか。 
  

太 田 委 員 私もよく話を聞くが、岩内で 1 人 30～40 尾釣る人もいる。 
  

安 住 課 長 今回公聴会に来られた人の中には、委員会指示で一般の人に制限を掛け

ることに関する手続きについての意見もあった。今回色んな御意見があっ

たことに対して、海区委員会としてどのように考え、委員会指示を継続し

ていくのか協議をする必要がある。 
  

中山事務局長 パブリックコメントの意見に対する考え方を示すことは、行政では一般

的に行われている。前回は、意見募集時に意見に対する海区委員会の考え

方を公表していなかったため、パブリックコメントで指摘を受けている。

それでは、項目毎に海区委員会の考え方を説明します。 

２つ目の河川環境の整備について、「魚道や産卵床の整備」や「河川管

理者などの関係者への情報共有が必要」とのことで、その旨関係者と情報

共有を図るとともに、引き続き関係者と連携しながら魚道の維持管理等に

努めたいと考えています。 
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３つ目の河口規制の周知徹底について、引き続き、看板設置や関係機関

への周知などにより実施したいと考えています。 

４つ目の尾数やサイズ規制、講習実施、ライセンス制の導入については、

さくらますの資源保護につながる内容であり、陸釣りライセンスの導入に

ついてもあわせ、まずは先行事例の情報収集に努めていきたいと考えてい

ます。 

５つ目の委員会指示案の対象種について、当初の委員会指示案には、さ

け・ます資源の保護と記載していましたが、さくらますの親魚遡上促進の

ための河口規制であるため、変更案ではさくらますに修正しています。 

６つ目の魚病の発生年次については、公聴会で日本海さけます増殖事業

協会から説明があり、その内容を記載しております。 

７つ目にさくらます資源保護のあり方について、移殖放流による遺伝的

攪乱の懸念については、関係先と情報共有し、今後検討する際の参考にさ

せていただきたいと考えております。 

８つ目の意見募集手続きについて、「令和４年度にパブリックコメント

の募集期間を理由を付けずに法令に定めた期間に満たない日数で設定し、

意見募集を考慮した結果及びプロセスが未公開」とのことで、今回は手続

きを見直し、当時の水産課長の発言についても行政の考えを問うたもので

あり委員会の独立性を侵害するものではないと考えております。 

最後に、河口規制の継続・見直しについて、河口規制を実施する河川や

期間の見直し等の必要性については、令和８年 10 月 31 日までを期間とす

る本委員会指示による河口規制下の取組状況を踏まえ、専門家の意見を伺

いながら関係者と協議したいと考えております。 

これらの意見を踏まえ、引き続き、河口規制を行いたいということで、

委員会指示文案については 35 ページの資料１－６をご覧ください。御意見

を踏まえ、委員会指示文について、対象種を 35 ページの当初案のさけ・ま

すから、36 ページの変更案ではさくらますに見直しております。私からの

説明は以上です。 
  

池 守 会 長 これについて意見等何かありますか。 
  

小 西 委 員  委員会への要望事項を令和８年 10 月 31 日まで募集するのか。 
  

中山事務局長 河口規制期間のことか。 
  

小 西 委 員 意見募集期間のこと。 
  

安 住 課 長 令和８年 10 月 31 日までというのは、従来委員会指示を４年間としてい

たが、今回は１年間の令和８年 10 月 31 日までということ。意見募集は、

１月末から２月の約１ヶ月実施し、公聴会や遊漁団体への説明も行い、一

般の方の意見募集は既に終了している。 
  

小 西 委 員 今後の要望に関しては、来年度また機会を設けるのか。 
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安 住 課 長 規制を継続するかどうかについて、効果検証も踏まえて、前回ご意見の

あった話も含めて来年度検討していく。 
  

小 西 委 員 朱太川が河口規制の対象に加わってない。それには何か理由があるのか。

今後加えることはできるのか。 
  

安 住 課 長 やるやらないを判断できる状況ではない。 
  

小 西 委 員 でも要望しなければ判断されない。 
  

安 住 課 長 それに対してできるできないという所を、事務局と一緒に検討していき

たい。 
  

小 西 委 員 要望はし続けた方が良いのか。なすすべがないから。 
  

中山事務局長  今回の委員会指示については、日本海さけます増殖事業協会からさくら

ます親魚の遡上促進という観点で、６河川の河口規制の要望があったこと

が端緒。今後については、さくらますのふ化放流計画や中長期的な計画が

議論されていくと思うので、それらの考え方や各河川の位置付けを踏まえ、

必要性等を整理、検討する流れだと思う。 
  

安 藤 委 員  朱太川は５月１日から規制はされている。 
  

安 住 課 長  それは委員会指示ではなく、北海道漁業調整規則として５月以降は禁止

されている状態。それをさらに４月１日まで前倒しするかが海区委員会指

示となる。 
  

小 西 委 員  朱太川だけなぜ抜けているのか。 
  

安 住 課 長  ４年前にどうして６河川が規制対象となったかということ。今回の海区

委員会では既存の規制を継続更新するかどうかが論点であり、朱太川の規

制可否については、今後検討させていただくこととしたい。 
  

池 守 会 長 朱太川は規制されているのか。 
  

中山事務局長 北海道の漁業調整規則で５月以降規制されている。 
  

河 﨑 委 員 規制対象ではない川も、さくらますが遡上する河川はあると思う。島牧

の折川と大平川でも見られている。親魚捕獲はしてないが、さくらますは

遡上している。漁師や地元住民としては全面禁止にしてほしい。マナーが

悪すぎる。ゴミをその場で捨てる。釣り人からはもっと釣りたいという意

見かもしれないが、漁業者も許可が無いと獲れない魚。むしろ釣り客より

厳しい。そのあたりを認識してもらいたい。北海道もそうだが、規制して

ないが遡上する河川はたくさんあると思う。増殖事業によって、さけは結

果的に目を見張るぐらい数量が獲れるようになった。河川環境の整備も必

要だとは思うが。もっと厳しくしてもいいのではとの声も聞こえてくる。 
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安 住 課 長 ４年前に委員会指示を発動した際は、親魚捕獲を効果検証の手法とした。

皆さんの言うとおり野生魚が結構いて、割合が高いということも遊漁者含

め同じ認識でいる。 
  

池 守 会 長  効果検証を漁師がやるのは難しい。北海道だって漁業者に任せてきてい

る。結果的に実績が無いから河口規制をやめろと言われ、問題が大きくな

ってきているのも事実。その辺は北海道も考えなければならないし、漁業

者に対して資源管理の負担がかかってきている中で、ある程度お金を掛け

てやっているから、漁業者として納得できる問題ではない。 
  

伊 藤 委 員  委員会指示での罰則というのは、１回目で注意、２回目で罰則という形

か。北海道の委員会指示はどこまで効力があるのか。 
  

安 住 課 長 １回目に守らなかったからといって、罰則はなく行政からの指導がある。 
  

伊 藤 委 員  まぐろの取締りは水産庁がやっている。これは北海道がやるのか。 
  

安 住 課 長 北海道がやる。 
  

池 守 会 長  北海道は取締りもしない。 
  

安 住 課 長 している。後志管内に 50 カ所ある魚道もやれる範囲で清掃している。 
  

伊 藤 委 員 まぐろの取締りは全国で１年間に 20 件。氷山の氷の字にもならないの

に。 
  

佐 藤 委 員 例えば看板を設置して周知するとか、陸釣りライセンスを導入すること

はできないのか。 
  

安 住 課 長 陸釣りライセンスの導入については、先行事例を調べ情報収集しこれか

ら検討させていただきたい。それしか言えない。 
  

池 守 会 長 遊漁者からもボートはやっているから陸釣りもライセンス制にすれば良

いという意見も出た。 
  

安 住 課 長 遊漁者も漁業者も陸釣りライセンスを導入した方が良いという考えが多

い様に感じている。 
  

佐 藤 委 員 陸釣りは札幌から約 200 人は来るから管理が難しい。そんな簡単な話で

はない。 
  

安 藤 委 員 31～34 ページの意見に対して、１つずつ回答しなければいけないのか。 
  

中山事務局長  １人の意見に対して個別に回答をするのが、行政のパブリックコメント

では普通のこと。前回の時はこの形を取っていなかったため、今回は類似

する意見を項目毎にまとめ、海区委員会の考え方を示す形にしている。 
  

上 山 委 員  今回の河口規制は後志の６河川だが、石狩の川、北海道あるいは国が管
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理する川もみんな同じ様にしたら良いと思う。資源が減っている中で、自

然産卵できる環境を作るのは各河川大事だと思うから、やった方が良いと

思う。 
  

四 氏 課 長  厚田川などで規制をしている。対外的に何をしているのか話をするとき

に、自然産卵を確認するのは難しい。調査前提で実施するもの。 
  

上 山 委 員  調査前提は遊漁のためではないのか。 
  

池 守 会 長 河口規制をするための調査。 
  

上 山 委 員 さけもさくらますも一緒に。今後そういう風に考えないとだめだ。 
  

四 氏 課 長 前向きに検討する。 
  

池 守 会 長  無ければ、議案第１号について、パブリックコメントや公聴会などで様々

な御意見があったところですが、野生魚も含めたさくらます親魚の遡上を

促進し資源の維持安定を図るため河口規制を継続し、意見募集結果に対す

る海区委員会の考え方に基づき今後の対応を行っていくことで、よろしい

ですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、そのように決定します。以上を踏まえ、河川

の河口付近におけるさけ・ます採捕の制限に係る委員会指示について、対

象種を当初案のさけ・ますからさくらますに見直し、発動することとしま

す。 

 次に、議案第２号について、事務局から説明願います。 
  

中山事務局長  資料２をご覧ください。こちらは、北海道資源管理方針の一部改正の北

海道知事からの諮問文になります。漁業法第 14 条第９項の規定により、北

海道資源管理方針を別紙１のとおり改正したいので、同条第 10 項において 

準用する同条第４項の規定により、当委員会の意見を聴くものです。２ペ

ージの別紙１に北海道資源管理方針の新旧対照表をお示ししており、右が

改正前の令和７年６月 30 日に一部改正したもの、左が改正案となり、今回

の改正部分については、朱書きで下線を引いた部分となっております。 

改正内容につきましては、17 ページの資料１－１北海道資源管理方針の

一部改正に係る改正内容についてをご覧ください。今回の改正内容の１点

目は、（１）漁業法及び特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する

法律の一部を改正する法律が令和６年６月 26 日に公布され、令和８年４月

１日付けの漁業法施行規則の一部改正により 30 キログラム以上のくろま

ぐろ大型魚が、個体の経済的価値が高く、かつ、国際的な枠組み、資源評

価、個体の取引状況その他の事情を勘案して特に厳格な漁獲量の管理を行

う必要があると認められるものとして特別管理特定水産資源に指定され、

漁業法及び省令の TAC 報告期限に関する規定の一部が改正となることか
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ら、関係規定を一部改正するものです。 

具体的な改正内容についてご説明しますので、２ページの別紙１新旧対

照表にお戻りください。新旧対照表のページ番号は通し番号ではなく表の

下に記載されている番号で説明します。２ページの本文の第６その他の資

源管理に関する重要事項の１の（２）に漁獲量等の報告に関する漁業法第

30 条の条項を引用している規定があり、そこに新たに追加される第２項を

追加するものです。また、６ページの別紙１―５くろまぐろ大型魚の第２

の１の（１）①に規定する漁獲量等の報告期限について、漁業法施行規則

の一部改正によりくろまぐろ大型魚の TAC 報告期限が陸揚げした日から３

日以内とされ、特別管理特定水産資源の特性、その採捕の実態及び地域に

おける取引状況を勘案し、これによることが適当でないと認めるものにつ

いては都道府県資源管理方針に定める期間とされました。道内におけるく

ろまぐろ大型魚の流通について、大半は産地市場において計量されていま

すが、一部、産地市場での計量を経ずに消費地市場に流通しているものが

あり、出荷調整のため数日間保管され、出荷前に陸揚港以外の場所で初め

て計量される場合があるため、陸揚げした日から３日以内に TAC 報告を行

うことが困難な場合があります。このため、採捕した特定水産資源くろま

ぐろ大型魚の漁獲量が初めて計量される場所が、陸揚港以外の場所である

場合は、陸揚げした日から 10 日以内とするものです。道によると、ただし

書きの規定については、水産庁と事前協議済みであり、一部の県において

も、離島などにおける取引状況を踏まえ、同様のただし書きを規定すると

水産庁から聞いているとのことです。また、報告期限が、陸揚げした日か

ら３日以内へ短縮されることへの対応として、速報管理に用いているクラ

ウドシステムを活用し、そこへの報告をもって TAC 報告と見なす運用とし、

漁協の作業負担を極力抑えられるよう、報告体制の工夫について調整中と

のことです。 

次に改正内容の２点目について、17 ページの資料１－１にお戻りいただ

き、（２）別紙１－10 するめいかの知事管理区分の対象とする漁業等に、

北海道知事の許可により実施する北海道立総合研究機構の試験研究を追加

するもので、記載内容は新旧対照表の 11 ページをご確認願います。本件に

ついては、昨年 11 月から小型するめいか釣り漁業の採捕が停止されたこと

を受け、水産庁の助言も踏まえ緊急的な措置として北海道知事が北海道立

総合研究機構に対し特別採捕の許可を発給し、知事管理区分の採捕枠を利

用した調査を実施したところであり、事後的な追加となりますが知事管理

区分の対象とする漁業等として、別紙に規定するものです。この点につい

ては、水産庁からの指導により、適宜、都道府県方針に追加するよう指導

があり、同様の試験調査を行うこととした長崎県、山口県は規定済みです。

なお、当規定の追加は、昨年実施した緊急的な措置を今後も恒常的に行お

うとするものではないが、昨年の実施を踏まえ可能性のある措置として規

定する趣旨ですので、申し添えます。 

次に改正内容の３点目その他について、17 ページの資料１－１にお戻り
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いただき、年次更新に伴う字句の変更や数量明示の TAC 資源の別紙その他

資源管理に関する重要項目に、くろまぐろの別紙に規定している法 31 条に

定める漁獲量の公表の基準を追加するほか、修辞上の修正となっており、

それぞれ新旧対照表のとおりとなっておりますので、御確認をお願いいた

します。なお、法 31 条に定める漁獲量の公表の基準については、公表等に 

関する運用指針を道のホームページ上において公表しているが、各資源の

別紙にも規定するよう国の指導を受け、全国的に規定するものです。北海

道資源管理方針の一部改正に係る説明は以上となりますので、 ご審議のほ

どよろしくお願いします。 
  

池 守 会 長  只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同 （なしの声）。 
  

池 守 会 長  無ければ、議案第２号について、内容適当と認めてよろしいですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ答申

することとします。 

 次に、議案第３号について、事務局から説明願います。 
  

中山事務局長 資料３をご覧ください。こちらは、特定水産資源に関する令和８管理年

度における漁獲可能量の当初配分案等についての諮問文になります。今回

の諮問の内容は、漁業法第 16 条第１項の規定に基づき、特定水産資源に関

する令和８管理年度における漁獲可能量を定めるにあたり、同条第２項の

規定に基づき、当委員会の意見を聴くもので、対象は令和８年４月から令

和９年３月までを管理期間とするくろまぐろ小型魚及び大型魚、すけとう

だら各系群、するめいかの３魚種です。加えて、令和８管理年度のくろま

ぐろ小型魚、くろまぐろ大型魚、すけとうだら太平洋系群、すけとうだら

日本海北部系群、すけとうだら根室海峡及びするめいかの、国の留保から

の追加配分等に伴う漁獲可能量の変更の取扱いについて、同条第５項にお

いて準用する同条第２項の規定に基づき、当委員会の意見を聴くものです。 

まず、令和８管理年度の漁獲可能量及びその配分について、ご説明いた

します。諮問文の裏にある別紙１に今回、知事が定め、公表しようとする

知事管理漁獲可能量案をお示ししておりますが、魚種ごとに順次説明して 

参ります。６ページの資料１－１令和８年の TAC についてをご覧願います。 

これは、２月 20 日に開催された水産政策審議会資源管理分科会を経て、国

から示された、令和８管理年度における TAC の当初配分に基づき、北海道

に定められた数量などの概要を示したものです。 

まず、すけとうだら太平洋系群ですが、MSY を達成する親魚量は 25 万

6,000 トンのところ、2024 年の親魚量は、32 万トンと MSY を上回る資源状

態となっております。令和８管理年度の TAC は前年から３万 5,000 トン減
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の 15 万 8,000 トン、大臣許可漁業沖合底びき網漁業への配分は、前年から

8,500 トン減の９万 1,300 トン、北海道漁獲可能量も前年から 4,300 トン

減の６万 4,800 トンとなっております。 

次に、日本海北部系群ですが、MSY を達成する親魚量は 29 万 3,000 トン

のところ、2024 年の親魚量は 16 万 2,000 トンと MSY を下回る資源状態と

なっております。資源管理基本方針の漁獲シナリオに基づき、令和８管理

年度の TAC は２万 6,000 トンで、大臣許可漁業沖合底びき網漁業への配分

が前年より 4,300 トン増の１万 7,500 トン、北海道漁獲可能量は 2,000 ト

ン増の 8,400 トンとなっています。なお、国の資源管理基本方針では、TAC

未利用分が生じた場合、当初 TAC の５％を上限に翌管理年度 TAC へ繰り越

すこととなっており、令和７管理年度の繰越数量が令和８管理年度中に追

加配分される場合がございます。 

次に、オホーツク海南部及び根室海峡の両海域の資源ですが、ロシア水

域とのまたがり資源であることから、MSY は算定されておらず、資源状況

が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮した漁獲

可能量が算定されております。令和８管理年度の TAC は、オホーツク海南

部が前年より 2,000 トン増の６万トンで、北海道漁獲可能量は現行水準、

根室海峡は前年等量の１万 5,000 トンで、全量が北海道漁獲可能量となっ

ています。 

次に、するめいかですが、令和８管理年度は暫定的に、TAC 管理開始後

の最大の漁獲実績に、その実績を達成した年の資源量と直近の資源量の平

均値との比率を乗じた値をもとに TAC が設定されております。するめいか

については、冬季発生系群と秋季発生系群がありますが、TAC 管理上は全

国で両系群を合わせて一本の管理が行われており、最新の資源評価の結果、

冬季発生系群の MSY を達成する親魚量は 25 万 5,000 トンのところ、2024

年の親魚量は５万 7,000 トン、秋季発生系群の MSY を達成する親魚量は 25

万 5,000 トンのところ、2024 年の親魚量は４万 7,000 トンと、両系群とも、

限界管理基準値を下回る状態と評価されています。両系群を合わせた漁獲

可能量は昨年から４万 9,200 トン増の６万 8,400 トンで、うち北海道漁獲

可能量は 5,300 トン増の 6,600 トンとなっています。なお、令和９管理年

度以降のするめいかの漁獲シナリオや期中改定ルールについては、令和８

管理年度中に複数回ステークホルダー会合を開催し、議論するものとされ

ています。 

次に、資源ごとの道内配分の考え方について説明いたします。まずは 10

ページの資料１－２すけとうだらをご覧願います。基本的な配分の考え方

は昨年と同様となっております。配分の考え方②ですが、日本海北部系群、

太平洋系群、根室海峡は、国から示された数量を配分し、オホーツク海南

部は国からの配分どおり現行水準とします。なお、根室海峡は管理区分が

一つですので、１万５千トン全量を根室海峡漁業へと配分します。③につ

いて、日本海北部系群及び太平洋系群は、知事許可漁業であるすけとうだ

ら固定式刺し網漁業及びすけとうだらはえ縄漁業に数量配分し、待網漁法
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である定置網漁業などのその他漁業については、現行水準とします。④の

日本海北部系群におけるすけとうだら日本海漁業とその他漁業への配分

は、令和４年までの直近３ヵ年の平均採捕量比率と前年当初 TAC の配分比

率」を１：１で案分した比率により配分し、すけとうだら漁業は 6,050 ト

ンとします。⑤太平洋系群における道南太平洋海域と道東太平洋海域への

配分及び道東太平洋海域のすけとうだら漁業とその他漁業への配分につい

ては、令和２年から４年までの漁獲実績を、TAC の配分比率は令和７管理

年度の数字を用いて計算し、道南太平洋全体が 3,800 トン減の６万 1,300

トン、道東太平洋のすけとうだら漁業が 200 トン減の 1,700 トンとしてお

ります。また、道南太平洋海域における６万 1,300 トンのすけとうだら漁

業とその他漁業への配分については、平成 29 年１月 16 日付け漁管第 1800

号で定めた太平洋海域におけるすけとうだら TAC の有効利用についてに基

づき配分し、道南太平洋のすけとうだら漁業は４万 4,500 トンとします。

これら配分の具体的な内容と現行水準管理区分の目安の数量は、11～12 ペ

ージの資料１－２の別紙に基礎となる数字をお示ししていますので、後ほ

どお目通しください。 

次に、13 ページの資料１－３するめいかをご覧願います。するめいかは、

令和４管理年度から、数量明示による管理へと移行しましたが、引き続き、

海域や漁業種類によって管理区分を分けない総量管理とし、6,600 トン全

量を北海道するめいかを採捕する漁業に配分することとします。 

続きまして、くろまぐろについて 14 ページの資料１－４をご覧願いま  

す。くろまぐろにつきましては、令和７年 12 月８日に開催された水産政策

審議会資源管理分科会を経て、国から令和８管理年度における TAC 数量が

示されております。くろまぐろについては、令和４管理年度から小型魚、

大型魚それぞれで一つの管理区分による総量管理とし、漁業法に基づいて

道が認定する資源管理協定において、海域別の管理を行う体制としており、

令和８管理年度における TAC は、国から示された北海道漁獲可能量をこれ

までどおり、それぞれ全量をくろまぐろを採捕する漁業に配分することと

しております。北海道への配分量については小型魚が 142 トン、大型魚が

446.5 トンと、どちらも前年等量の配分となっております。今後、令和７

管理年度の繰越数量が確定し、４月下旬以降に国の留保からの追加配分が

ある予定となっております。15 ページの資料１－５として令和７年と令和

８年の配分量の比較についてを添付しておりますので参考としてくだい。 

最後に、資料が戻りますが４ページの別紙２、国の留保からの追加配分

等に伴う漁獲可能量の変更についてをご覧下さい。漁獲可能量の変更につ

きましては、漁業法第 16 条第５項において準用する同条第２項の規定に基

づき、関係海区漁業調整委員会の意見を聴くこととされておりますが、こ

れまで、くろまぐろ小型魚、くろまぐろ大型魚、すけとうだら太平洋系群、

すけとうだら日本海北部系群、すけとうだら根室海峡及びするめいかの漁

獲可能量の配分の変更にあたっては、操業に影響が出ないよう配分の迅速

性を確保するために、予め行政庁の恣意性のない機械的な配分手法を定め、
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事前に関係海区漁業調整委員会の意見を聴いた上で同意を得ておくこと

で、事後報告で対応できるとされてきたところです。 

次に２令和８管理年度の取扱いをご覧ください。（１）くろまぐろ小型

魚及びくろまぐろ大型魚に係る国からの追加配分については、全量を北海

道くろまぐろ漁業から加除することとする。（２）すけとうだら太平洋系

群の大量来遊ルールに係る追加配分に関しては、全量を北海道すけとうだ

ら道南太平洋漁業に配分することとする。（３）すけとうだら日本海系群

の繰越しに係る漁獲可能量の追加配分に関しては、全量を北海道すけとう

だら日本海漁業に配分することとする。（４）すけとうだら太平洋系群及

びすけとうだら日本海北部系群に係る融通に伴う配分数量の変更について

は、全量を北海道の留保枠とする。また、すけとうだら日本海北部系群に

係る融通に伴う配分数量の減少分については、各管理区分の当初配分の配

分比率に応じ、各管理区分の当初配分から差し引くこととする。（５）す

けとうだら根室海峡に係る期中改定に伴う配分数量の変更については、全

量を北海道すけとうだら根室海峡漁業に配分することとする。（６）する

めいかに係る国の留保からの追加配分及び融通については、全量を北海道

するめいかを採捕する漁業から加除することとする。なお、補足として、

暫定的に定める令和８管理年度のするめいか漁獲シナリオにあたっては、

国の留保は最小限として追加配分いわゆる 75％ルールは基本的に行わない

こととされましたが、その代わり、定置網等の待ち網漁業を有する都道府

県への配慮として、令和７管理年度における小型するめいか釣り漁業で生

じた超過分について、国の留保に繰り入れた上で、数量明示の都道府県へ

優先配分されることとされております。 

これらは、いずれも北海道資源管理方針別紙の規定に基づく、知事の裁

量の余地のない機械的な変更であることから、漁業への影響を考慮し迅速

な配分を行うため、これまで同様に関係海区漁業調整委員会には事後報告

で対応させていただきたいと考えております。長くなりましたが、以上で

諮問内容の説明を終わらせていただきます。ご審議の程、よろしくお願い

申し上げます。 
  

池 守 会 長 只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 

くろまぐろは小型魚で 142 トン、大型魚で 441 トンあるけど、採捕数量

は3年間で67トンしか揚がってないのに、余った枠はどうすればいいのか。

数字が合わないからおかしい。 
  

中山事務局長 確認し、別途報告する。 
  

池 守 会 長  他に無ければ、議案第３号について、内容適当と認めてよろしいですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ答申

することとします。 



17 
 

 次に、議案第４号について、事務局から説明願います。 
  

中山事務局長  資料４は北海道知事からの諮問文となります。漁業法第 58 条において読

み替えて準用する同法第 42 条第３項の規定に基づき、当委員会に諮問があ

ったものです。漁業許可の更新の際、新規の許可として制限措置などを公

示し、申請者を募集する流れとなりますが、更新の日の約２ヶ月前までに、

公示しなければならないとなっており、これに該当する漁業許可について

諮問があり、今回審議するものです。 

４ペ－ジをご覧ください。対象となる漁業種類の一覧となりますが、本

庁処分４種類、石狩振興局処分３種類の計７種類となります。５ペ－ジか

らは公示案となります。５ペ－ジは本庁処分、北海道沖合海域、道内者の

いか釣り漁業、10 ペ－ジは本庁処分、北海道沖合海域、道外者のいか釣り

漁業、14 ページは本庁処分、北海道沖合海域、道内者のいるか突棒漁業、

19 ペ－ジは本庁処分、日本海北部海域のかにかご漁業、20 ペ－ジは石狩振

興局処分、潜水機漁業、21 ペ－ジは石狩振興局処分、なまこけた網漁業、

22 ペ－ジは石狩振興局処分、貝けた網漁業となります。 

制限措置の設定の基本的な考え方は、対象資源の状態や漁業調整資源利

用の観点から、原則、現行の操業区域、漁業時期、操業区域ごとで許可さ

れている船舶の数をもって制限措置とする考えになります。このため、特

に（２）操業区域、（４）許可又は起業の認可をすべき船舶等の数にあっ

ては、更新前の許可区域、許可隻数をもって制限措置としています。申請

すべき期間については、公示日から１ヶ月を下らないよう設定しており、

備考には、大臣許可で行う公示方法を参考に、許可等の有効期間、申請書

の提出先、許可等に際して付す予定の、従前の許可の制限条件に相当する

許可等の条件を記載した公示内容としています。なお、操業区域や船舶の

総トン数、漁業を営む者の資格、許可等の条件などの内容は、制限措置等

の取扱いにおいて詳細を定めることとなり、原則、現状の許可実態を踏ま

えた内容で整理しており、現在許可を受けている者は、従前どおりの操業

が行えるよう定めております。参考資料として 23 ペ－ジ以降に制限措置等

の取扱いを添付しておりますので、後ほどお目通し願います。 

許可等の基準ですが、これは、新規の許可において、公示により申請を

募集した結果、公示隻数を超える申請があり、適格性の審査を経ても、な

お、公示隻数を超える場合に、当該知事許可の状況を勘案して、許可する

者をどのように決めていくのかの基準となるものです。この基準を定める

際には、関係する海区漁業調整委員会の意見を聴かなければならないと漁

業法並びに調整規則で規定されています。内容については、操業実績者が

優先的に許可されるよう規定されておりますので、詳細につきましては、

後ほど、資料によりご確認願います。道は、許可受有者の安定的・継続的

な経営が最も重要と考えており、第一に許可受有者を優先的に許可し、そ

れでも公示枠を超える状況にあれば、操業区域に関連する地域における漁

業生産力を維持していく観点から、申請者の住所要件と漁業経験により優
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先的に許可していく考えです。説明は以上となりますので、ご審議方よろ

しくお願いいたします。 
  

池 守 会 長  只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長  無ければ、議案第４号について、内容適当と認めてよろしですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ答申

することとします。 

 次に、報告事項第１号について、事務局から説明願います。 
  

中山事務局長  次に、資料５をご覧ください。くろまぐろに関する令和７管理年度にお

ける知事管理漁獲可能量の変更について、前回委員会での報告以降、２回

の変更が行われております。 

３～４ページをご覧下さい。２月 16 日付けで他県との交換により小型魚

は 17 トン減の 150.7 トン、大型魚は 15 トン増の 579.6 トンとなっており

ます。次に、２月 27日付けで他県との交換により小型魚は４トン減の 146.7

トン、大型魚は４トン増の 583.6 トンとなっております。 
  

池 守 会 長  只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。他に何かあります

か。 
  

松 尾 委 員 さけの河口規制を新規に設けてもらいたい。今回の議題はさくらますだ

ったけど。やっぱり、マナーが悪い。 
  

池 守 会 長  さけの河口規制に関しては、これから増加してくるものと考えられる。

松尾委員の発言に関しては組合で要望している話であり、しっかり検討し

ていく必要がある。今回の委員会指示への指摘の中で、親魚確保の実績が

結果的にできなかったことも事実であり、今後は改めてしっかりと取り組

んでいく必要がある。来年度以降のさけの来遊予測が今年度よりも悪化す

ると言われている中で、さけやさくらますに対する河口規制に関しては、

今後、北海道としてきちんと検討してもらいたい。 

 他に無ければ、これで、本日の議案はすべて終了しましたが、委員から

何かありますか。 
  

委 員 一 同 （なしの声） 
  

池 守 会 長 無ければ、これで委員会を閉じさせていただきます。本日は、ありがと

うございました。 

 

 

 


